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Ⅰ 広域計画の改定にあたり  
 

１．はじめに 

 富良野圏域は、大雪山国立公園等の秀麗な山岳景観や森林に恵まれた国内を代表す

る自然豊かな地域であるとともに、肥沃な大地と大陸性気候に育まれた多種多様で高

品質な農産物が生産され、酪農・畜産や林業も盛んであり、それら地域資源を活かし

た産業振興が図られて参りました。また、山岳景観・丘陵や田園地帯が織りなす変化

に富んだ景観、ラベンダーに代表される四季折々の彩り鮮やかな花々、豊かな自然を

活用したアウトドアスポーツなど農業と観光を基盤として発展して参りました。 
圏域の富良野市、上富良野町、中富良野町、南富良野町、占冠村の５市町村（以下

「関係市町村」という。）は、多様化・高度化する広域行政需要に適切に対応し、行政

サービスの一層の充実と効率的な行財政運営を図り、関係市町村の一体的な発展を目

指すとの共通の認識に立ち、平成１２年１２月より富良野地区広域市町村圏振興協議

会において、今後の圏域のあり方をどうすべきかなど様々な検討や論議を重ねて、平

成１９年１月１５日に「富良野広域連合準備委員会」を置き、加えて設立協議のため

の幹事会・専門部会などを設置し、平成２０年９月１日に富良野広域連合（以下「広

域連合」という。）を設立、平成２１年４月１日から本格的に広域連合での事務事業を

開始し、広域行政の一翼を担って参りました。 
 現在、わが国では人口減少社会に本格的に突入する中、急速な少子高齢化、経済・

産業のグローバル化、国民生活やニーズの多様化などにより、従来の社会構造に激し

い変化が起こっており、一方、地方においても地域経済の低迷、労働人口の減少、高

齢世帯の増加など地域社会を取り巻く環境は一層厳しくなることが予想され、圏域関

係市町村において、行政資源を効率的に活用し、住民のニーズに応えていくため、引

き続き連携し、広域的な課題に対応していくことが求められております。 
 

２．計画改定の趣旨 

 広域計画は、平成２１年１１月に広域連合を組織する関係市町村と連携し行う事務

事業の指針を示すものとして策定しました。その後、１回目の改定を平成２５年度に

第２次計画として行い、計画期間を平成２６年度から平成３０年度までの５年間とし

たことから、計画期間が満了する平成３０年度に、向こう５年間の事務事業の指針と

して、広域計画の改定を行いました。 
なお、この度の第３次広域計画は、広域連合規約に掲げる下記の項目について、「第

２次計画の検証」を踏まえた上で、「現状と課題」及び「今後の方針と施策」について、

具体的に示すものです。 
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（１）し尿、浄化槽汚泥及び生ごみ処理並びにその処理施設に関する事務 
（２）公共串内牧場に関する事務 
（３）消防に関する事務 
（４）学校給食共同調理場の設置、運営及び管理並びに学校給食の配送に関する事務 
（５）広域化の調査研究に関する事務 

 
この計画に基づき、関係市町村及び関係機関と積極的に連携を図り、広域行政の発

展を目指して参ります。 
 
３．広域計画の期間及び改定に関すること 

広域計画の期間については、平成３１年度から平成３５年度までの５年間とし、そ

の後５年毎に、計画期間満了前に見直すことといたします。 
ただし、社会経済情勢による状況の急激な変化や、事務の追加など変更の必要が生

じた場合は、議会の議決を経て改定することといたします。 
 
 
 
 

（根拠法） ―抜粋－  

地方自治法  

 （広域計画）  

第２９１条の７ 広域連合は、当該広域連合が設けられた後、速やかに、その議会の議決を経て、広域

計画を作成しなければならない。  

２ 広域計画は、第 291 条の２第１項又は第２項の規定により広域連合が新たに事務を処理することと

されたとき（変更されたときを含む。）その他これを変更することが適当であると認められるときは、

変更することができる。  

３ 広域連合は、広域計画を変更しようとするときは、その議会の議決を経なければならない。  

４ 広域連合及び当該広域連合を組織する地方公共団体は、広域計画に基づいて、その事務を処理する

ようにしなければならない。  

５ 広域連合の長は、当該広域連合を組織する地方公共団体の事務の処理が広域計画の実施に支障があ

り又は支障があるおそれがあると認めるときは、当該広域連合の議会の議決を経て、当該広域連合を

組織する地方公共団体に対し、当該広域計画の実施に関し必要な措置を講ずべきことを勧告すること

ができる。  

６ 広域連合の長は、前項の規定による勧告を行つたときは、当該勧告を受けた地方公共団体に対し、

当該勧告に基づいて講じた措置について報告を求めることができる。 
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Ⅱ し尿、浄化槽汚泥及び生ごみ処理並びにその処理施設に関する事務  
 

１．第２次広域計画の検証 

環境衛生センターは、平成２１年４月に広域連合へ移行される中、経費の削減と効

率的な施設運営に努めて参りました。 
処理関係では、季節的及び観光客の増減による処理量の変動に対応するために「搬

入処理計画」を作成し、また、広域連合廃棄物処理条例に基づき作成した「一般廃棄

物処理計画」を公表し、圏域全体に周知することで、変動の少ない安定した処理がで

きました。 
また、受入れている、し尿・生ごみの量は、人口減や下水道の普及に伴い減少して

いるものの、処理コストは受入量に比例する形で減少とならないことから、コスト削

減のため、高負荷電力を使用する機器の稼働状況を適正管理することや、照明器具の

一部ＬＥＤ化で、契約電力の低減、処理用薬品の効率的な投入による使用量の軽減が

できました。 
 
２．現状と課題 

 環境衛生センターは、供用開始してから１５年経過し、施設の経年劣化や機械設備

等の損耗が大きな課題となっています。平成２８年度から１０ヵ年の修繕計画を策定

して整備を進めておりますが、今後の維持管理費や修繕費の増大が予想され、施設の

延命化と維持管理費や修繕に要する費用の平準化、コスト縮減が必要であります。ま

た、収集したし尿・生ごみなどは適切に処理して堆肥化し、農地・住民に還元するこ

とで生活環境の保全、エコサイクルに努めております。 
 

３．今後の方針と施策 

環境衛生センターは、広域連合の一員として関係市町村の連携をさらに密にし、圏

域全体の生活環境の保全に努めるとともに、今後も経費の削減や効率化を目指した施

設運営を行って参ります。 
 また、施設については供用開始から１５年が経過し、これまで定期的な日常点検や

計画修繕を行って参りましたが、標準耐用年数を経過した主要機器の経年的な劣化や

老朽化が進み、今後の維持管理費や改築費の増大が予想されることから、施設の延命

化に向けた長期修繕計画を継続すると共に、劣化状況や修繕履歴等を基にリスク評価

を実施し、適宜効率的な修繕計画の見直しを図って参ります。 
今後の修繕計画の具体的な方針としては、従来から行われてきた事後保全について、

処理機能への影響が大きい機器（応急措置が困難）及び、安全性の確保が必要なもの

については予防保全へシフトし、長寿命化対策による耐用年数の延伸化を図って参り

ます。また、ライフサイクルコスト比較を実施しコスト縮減に努めて参ります。 
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Ⅲ 公共串内牧場に関する事務  
 

１．第２次広域計画の検証 

 公共串内牧場は、飼養管理コスト削減などを行いながら、放牧利用で強健な牛を作

り、高い管理技術で持続可能な生産性を提供してきましたが、圏域内の牧場利用頭数

が年々減少していることから、圏域外の牧場利用頭数の拡大を図り、関係市町村の負

担軽減に努めて参りました。 
 また、長期的な牧場利用計画の確立を目指し、関係市町村、関係機関・団体と協議

検討を行うなど連携を密にして参りました。 
 
２．現状と課題 

公共串内牧場の放牧期間は、５月下旬から１０月中旬で、約半年は閉鎖している状

況であり、その間の職員の身分の取扱いが難しく、牧場経営にも影響を与えておりま

す。 
また、畜産農家においては、後継者不足から一部で廃業があるとともに、特に平成    

２８年の台風災害や、近年のヨーネ病発生の影響から牧場利用頭数が減少しておりま

す。 
一方、ふらの農協、同酪農部会の要請により、当牧場内の「哺育・育成センター」

整備について検討が進められ、草地整備と併せて道営草地畜産基盤整備事業の地区選

定申請を行っているところであります。 
哺育・育成センターの稼働により利用頭数の大幅な増加が見込まれるため、それま

では圏域内外からの利用拡大を図り、関係市町村の負担軽減に努め、広域連合として

安定的な経営を確立する必要があります。 
 
３．今後の方針と施策 

 平成３１年度から事業開始予定の「道営草地畜産基盤整備事業」における草地整備

及び哺育・育成センター整備の着実な事業の遂行を図って参ります。 
同時に、圏域酪農及び畜産業の発展と農家経済の安定につなげるために、長期的な

利用計画の確立と専門職員の退職時補充等の人事管理に努め、公共牧場としての役割

を果たして参ります。 
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Ⅳ 消防に関する事務  
 

１．第２次広域計画の検証 

消防は、地域に密着した自治体消防として、関係者のたゆまぬ努力の積み重ねによ

り、着実に発展を遂げ、地域住民に最も身近な防災機関として、地域住民の安心・安

全確保に努めております。 
平成２１年４月１日から広域連合での事務事業が開始され、出動体制の見直し、応

援体制の強化、消防施設及び設備の整備により情報の共有化、救急救命士の育成など

消防・救急・予防体制の整備を図って参りました。 
 また、複雑多様化する消防業務及び大規模災害に対応するため、消防組織体制の増

強整備、「消防施設整備実施計画」に基づいた、効率よく効果的な消防力の整備を図り

ながら、現行消防力の充実強化を行うとともに、関係機関などとの連携強化に努めて

参りました。 
 
（消防力の充実・出動体制の強化） 

 消防力に関しましては、各市町村の「消防施設整備実施計画」に基づき整備を行

い、消防力の充実を図って参りました。出動体制の強化につきましては、各種災害

に対し消防本部及び各署支署が連携した出動体制を構築したことにより、出動体制

の強化を図り成果を上げております。 
（応急手当の普及啓発と救急教育体制の充実） 

 地域住民に対する応急手当の普及啓発は、適正な救急車の利用や、救命率の向上

には必要な講習であり、平均すると１年に約 2,000 人を超える方の受講実績があり、

一定以上の効果を上げております。救急教育に関しましては、医療機関の協力のも

と病院実習や救急活動事後研修会の実施、並びに各種講習会、消防学校等への派遣

により教育の充実を図り成果を上げております。 
（予防行政の推進） 

各種行事等で住民に対し火災予防に対する防火思想の普及を図ると共に防火対象

物、危険物施設に対する立入検査を実施しております。これにより、各対象物や施

設管理者の防火防災意識が向上し消防法令が遵守され、不備欠陥が改善履行される

ことにより、火災事故等の減少に成果を上げております。 
また、予防行政の推進にあたっては、専門化する業務に対し職員の研修体制を強

化し、効果的な研修を実施しております。 
（通信指令体制の充実強化） 

 平成２７年７月からデジタル無線の全面運用開始に伴い、サイレン吹鳴装置を一

括管理し、消防団招集、各署支署の災害出動等に関する迅速な情報伝達が確保され、

通信指令体制の充実強化が図られました。        
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また、デジタル無線に関する事務を消防本部で実施することにより、各署の事務

軽減が図られました。 
通信指令業務の一元化につきましては、災害現場情報の一元管理と、必要な部隊

を編成し出動させる等、部隊の統制が必要であると計画しておりました。しかし、

出動体制の見直しや応援体制が構築され、さらにデジタル無線の整備により情報の

収集や災害の進行状況が把握できる様になった事により、当初計画していた災害情

報の管理と部隊統制が現体制でも可能な状況となりました。 
この様な状況にあって、現在行っている各署支署毎での通信指令業務による分散

型の体制をもって、部隊統制が可能であることが確認できたことから現行方式を維

持して参ります。 
（消防団、関係市町村、その他関係機関との連携を強化） 

 消防団に関しましては、５消防団合同による会議の開催等により、各団の情報交

換を行い、訓練・装備等の充実強化を図っております。 
また、複雑多様化する災害において、消防団の活動は必要不可欠な状況であり、

団員の確保に努めて参ります。 
今後は、関係市町村、その他関係機関とは訓練を通じ連携強化並びに災害対応に

関する強化を図って参ります。 
（職員研修の充実） 

消防業務能力の向上に向け、専門的な知識・技術を習得させる為、各種の訓練・

研修会等に参加して、広域管内における消防サービスの均一化と高度化を図ってお

り、業務能力の向上に成果を上げております。 
 
２．現状と課題 

消防を取り巻く環境は、少子高齢化や過疎化等社会構造の変化が急速に進んでおり、

また、地球温暖化等による局地的な自然災害の増加や地震を始めとする大規模災害が

懸念され、災害の大規模化・複雑化を呈し、消防業務の一層の高度化が求められてお

ります。 
このような消防需要に対応し、住民の安全・安心を確保し、期待と信頼に応えるた

めに、社会情勢の変化に即応した消防体制の更なる確立と対応力の強化を図る必要が

あります。 
また、広域連合管内には活火山である十勝岳を有しており、火山噴火災害が懸念さ

れるほか、平成２８年８月に発生した南富良野町での大雨災害など、大規模災害にも

対応できるよう、関係機関などと、より一層の連携強化を図るとともに、消防装備の

充実や機動力の向上など消防体制の整備が求められております。 
 救急体制につきましては、少子高齢化など社会構造の変化に伴う救急出動が年々増

加傾向にある現状を鑑み、救急救命士と救急隊員の資質の向上を図ることが必要であ
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り、救急業務の高度化に対応するため各種資格取得と医療機関及び関係機関とより一

層の連携強化と、教育・研修・資格取得の充実を図り、これまで以上に高度な救急サ

ービスの提供を図る必要があります。 
予防体制につきましては、住宅用火災警報器の設置義務化から１０年が経過するこ

とから、適正な維持管理の促進に努めて参ります。 
今後は、住宅宿泊事業法の施行に伴い、宿泊施設の形態が多種多様化し、また、営

業件数の増加が予想されることから、これらに対する防火指導の強化に努めていく必

要があります。 
 
３．今後の方針と施策 

災害の大規模化・複雑化に対応するため、各署支署間の連携や情報を共有し、「消防

施設整備実施計画」に基づいた、効率的な消防力の整備を図りながら、現行の消防力

の充実化を図るとともに、関係機関などとの連携の強化に努めて参ります。 
また、今後も圏域住民に対し防火・防災意識の高揚を図るとともに、住民が参加す

る救命講習の充実を図り、住民自らの応急手当による救命効果の更なる向上に努めて

参ります。 
以上のことから、広域消防の諸課題を整理し、計画的な事業展開を行うにあたり、

主な施策として、以下の事業を推進して参ります。 
 
（１） デジタル無線の活用と応援出動体制の強化により初動体制の迅速化と、関係

市町村並びに警察・自衛隊等との協力体制の強化や、各種防災訓練への参加に

より、大規模災害への対応力向上を図ります。 
（２） 救急業務の高度化を図るため、処置拡大に伴う計画的な有資格者の養成と、医

療機関など関係機関との連携協力により研修体制の充実を図り、救急サービスの

向上を図ります。 
（３） 多種多様化する各種災害に対応するため、救助に関する教育訓練と救助資器材

の整備充実を図ります。 
（４） 高度化・専門化する予防業務に対応するため、社会情勢の変化に伴う査察の強 

化、違反是正指導の徹底、住宅防火指導の充実、火災調査の強化など進めて参り

ます。 
（５） 消防団を中核とした地域防災力の充実と、関係市町村、警察、自衛隊等、その

他関係団体との連携強化を進めて参ります。 
（６） 通信指令業務に関しては、分散型である現状を維持し、各署支署間の連携強化

を進めて参ります。 
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Ⅴ 学校給食共同調理場の設置、運営及び管理並びに学校給食の配送に関する事務 
 

１．第２次広域計画の検証 
 圏域の学校給食事務は、平成２１年４月広域連合に移行後、これまで児童生徒数の

減少や施設の老朽化は進んでいるものの、児童生徒への安全性、利便性、地域経済へ

の影響などを考慮し、これまでどおり富良野、上富良野、南富良野の３施設センター

方式を継続運営し、安全安心で美味しい学校給食の安定供給に努めて参りました。 
 共通メニューの提供や食材の共同購入については、栄養事務担当者会議等を開催し、

共同購入品目の拡大等できることを進めるとともに、新たに食べ残しを少なくするた

めのメニュー検討などを進めて参りました。 
 食育の推進については、栄養教諭の配置校はもとより未配置校に対しても要望にで

きる限り対応し、学校給食を「生きた教材」として活用し、授業回数も増加してきて

いるところであります。 
 地産地消の促進については、季節や予算的な制限もありますが、農業が基幹産業の

地域でもあることからできる限り地元の農畜産物を活用した学校給食づくりに努め、

地域の理解等へ努めてきたところであります。 
 その他、給食メニュー及び給食費の統一、より温かい給食の配送方法などの課題を

学校給食担当主管者会議、栄養事務担当者会議で協議、検討を進めて参りましたが実

現には至っていないところであります。 
 
２．現状と課題 

 学校給食事務は、圏域においてさらに厳しさを増す地域経済や社会情勢を踏まえる

と、分散した３施設の集約は、広域連合として効果的、効率的で健全な運営につなが

ることは理解するものの、施設の閉鎖はその地域経済に及ぼす影響が大きいこと、ま

た住民からの維持継続を求める声、集団食中毒の回避、栄養教諭の配置数減も予想さ

れることなどから、当面それぞれ必要最小限の施設機械類の修繕を行い、施設を最大

限活用しているところであります。 
 また、施設集約の基準として、これまで児童数の推移の目安を富良野学校給食セン

ターの調理可能数 3,500 食としてきましたが、現状を改めて分析すると大規模食中毒

事件の発生により衛生管理基準が強化されてきたこと、より安全安心で美味しい学校

給食づくりのために調理方法が変更されたことなどから、現状では 3,500 食の調理は

不可能であり、施設・調理条件などを鑑みると調理可能数は 2,800 食が上限となりま

す。 
 今後、調理可能数を鑑み、児童生徒数の推移を見極め、また、施設機械類の修繕経

費も掛かっていくことから、各施設の将来的なあり方を様々な角度から検討を引き続

き進める必要があります。 
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 子どもたちを取り巻く環境の変化により、食生活や生活習慣の乱れ、食物アレルギ

ーの増加など、この富良野地域においても深刻な問題として生じていることから、「生

きた教材」として食の大切さを学ぶために学校給食が果たす役割は大きく、児童生徒

の心身の健全育成を進めるためにも、学校・家庭と連携を密にしながら、取り組んで

いかなければなりません。 
 
３．今後の方針と施策 

〇大目標：広域連合として効果的・効率的な運営を行う 
〇中目標：児童生徒の減少、集団食中毒の回避、地域経済に及ぼす影響を考える 
〇小目標：現状施設の最大使用可能年次を考える 
 
 上記大目標達成を前提に、小・中目標を整理していきます。 

学校給食は、子どもたちに安全安心で美味しく、安定供給することが求められてい

ることから、広域連合と関係市町村が連携・分担し、これまでのサービスを低下させ

ず、効果的・効率的で地域住民に理解される運営ができる体制の整備に努めて参りま

す。 
 
（運営形態について） 

 当面は３施設センター方式を継続して運営して参りますが、各市町村の教育目

標・計画の実現に向け、児童生徒数の推移、施設の状況を見据えながら、市町村間

で今後の運営体制を確認し、広域連合としての将来の在り方を検討して参ります。 
（給食費及び給食メニューの統一について） 

 各施設の関係市町村の枠を超えた配送や施設の集約などへも関係する事項である

ことから、今後も検討して参ります。 
（給食配送の効率化について） 

 現体制の中で、子どもたちにより温かい給食を提供する視点に立った配送や集約

した場合の配送方法などを検討して参ります。 
（共通メニューの提供、食材の共同購入について） 

 ３施設共通のメニューの提供する機会を増やすとともに、さらに共同購入可能な

食材の検討を進め、経費削減に努めて参ります。 
（食育の推進について） 

 各学校と連携し、児童生徒が正しい食習慣と知識、感謝の心を身に付けるため、

栄養教諭や管理栄養士が学校給食を「生きた教材」として活用し、食育の推進を更

に進めて参ります。 
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（地産地消の促進について） 
児童生徒が地域の産業や文化に対する理解を深めるため、生産、加工、流通、消

費の過程を学び、食への意識を高め、地場産品を積極的に活用し、地産地消の拡大

を図って参ります。 
（安全安心で美味しい給食の安定提供について） 

施設の衛生管理の徹底や人材の育成確保を図るとともに、食物アレルギーなどに

おいて学校、保護者と情報を共有し、児童生徒の健康状況など実態把握に努め、栄

養バランスのとれた安全安心で美味しい学校給食の安定提供を行って参ります。 
 
 
 

 

Ⅵ 広域化の調査研究に関する事務  
 

１．第２次広域計画の検証 

広域連合では、広域化に向けて調査研究する事務として、「北海道からの事務権限の

移譲」、「国民健康保険事業」、「介護保険事業」及び「その他広域にわたる重要な課題

で広域連合長が必要と認める事項」に関することを掲げました。 
この中で、「国民健康保険事業」に関しては、国において市町村国保事業運営などの

広域化施策として、平成３０年４月より都道府県が財政運営の責任主体となる制度改

正が実施されました。これにより都道府県が国保運営において中心的な役割を担い、

安定的な財政運営や効率的な事業が確保されることとなりました。 
また「介護保険事業」に関しては、第７期介護保険事業計画が平成３０年度から３

年間の計画でスタートしております。介護保険料は全国平均 5,869 円（北海道 5,617

円）となり、２０２５年度には 8,000 円を超える推計も出ており、国においては住み

慣れた地域でいつまでも生活できるように地域包括ケアの推進を図っております。 
広域連合では、関係市町村の国保・介護事務担当者による会議を開催し、これまで

の経過の確認と今後の方向性について検討を進めて参りました。  
  

２．現状と課題 

 「国民健康保険事業」に関しては、都道府県化されたことで、各市町村の財政運営

の負担が軽減され、また、国の標準システムを利用することで今後のシステム改修に

ついても軽減される見込みです。広域連合が都道府県と市町村の間に入って事務事業

を実施するとした場合、課題は多くメリットも少ないことから、「国民健康保険事業」

に関しては議論を進めても広域化の可能性は低いと考えております。 
 「介護保険事業」に関しては、地域包括ケアの推進により、ますます地域との身近
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な関わりが必要となってきているので、各市町村の地域の特性に応じた創意工夫ある

事業が期待されているところです。広域化に向けて、保険料の統一や各市町村間のサ

ービスの差など課題は多くあり、広域になっても利用する側に大きなメリットが感じ

られず、システム構築などの費用も負担となることが考えられます。 
当初の検討より「国民健康保険事業」との一体的な事務事業を進めてきた経過もあ

りますので、「介護保険事業」単独での広域化の可能性は低いと考えております。 
今後、地方分権や広域的な諸課題に柔軟に対応することが必要であることから、多

様化、高度化する住民ニーズに対応し、住民サービスの向上、個性ある地域づくりを

進めるため、新たな広域的な課題についての調査研究に取り組み、一体的な地域づく

りを目指す必要があります。 
 

３．今後の方針と施策 

広域振興事務として、広域連合及び関係市町村との適切な機能分担及び連携を図り、

圏域全体の共通課題への取組みと新たな施策の検討など地域の特性を生かした事務事

業が必要となってきます。 
第３次広域計画においては規約第４条第５号に掲げられている事項についての見直

しを行い、下記の事項について調査研究を進めて参ります。 
 

（１）北海道からの事務権限の移譲に関すること。 
（２）その他広域にわたる重要な課題で広域連合長が必要と認める事項に関すること。 
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